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工業簿記における製造勘定と仕掛品勘定 
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"Manufacturing Account" vs. "Work-in-Process Account" 
Which is Better Suited for the Classroom? 
 
The objective of this paper is to point out which type of account is most reasonable for 
use in industrial bookkeeping. Attaching special importance to the teaching of 
bookkeeping, we add our thoughts to the discussion of this matter. 
In the teaching of bookkeeping, the current practice is to first study commercial 
bookkeeping and then industrial bookkeeping. This being the case, it is thought that it 
is easier to understand accounts used in industrial bookkeeping as being similar to 
those used in commercial bookkeeping. 
In commercial bookkeeping, a "purchase account" is an account that totals up the 
cost of goods sold, while "merchandise inventory account" is an assets account that is 
carried forward to the next term. In the same way, in industrial bookkeeping, a method 
has been developed in which a "manufacturing account" totals up the cost of 
manufacturing goods, while a "work-in-process account" is an account of assets still 
being manufactured. 
However, if a continuous record is valued, the "work-in-process account" can be 
pointed to as being the only workable method. In that case, commercial bookkeeping 
education would need to take another look at its currently used methods. 
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Bookkeeping 
 
 
１．はじめに 
 
現在，初めて工業簿記を学習しようとすると，原価要素を集計する際の勘定科目注(1)とし
て異なる勘定科目を用いているケースに遭遇することがある。具体的には，原価要素を集
計する勘定科目として，｢製造｣勘定を用いるべきか，｢仕掛品｣勘定を用いるべきかという
ことである。後で触れることになるが，高等学校で使用されてきた教科書では主に製造勘
定が使用され，最近の日本商工会議所主催簿記検定試験の問題では仕掛品勘定が使用され
ている。 
学習する側に立つと，なぜ 1 つの勘定科目名に統合できないものかと考える。また，指
導する側でも，当然指導する際には注意が必要になる。つまり，教科書にて紹介されてい
る方法だけを指導すべきかという点や，追加的に他のケースも紹介することで，学習者に
混乱を来たさないかなどということである。 
同じ事象を記録するのに，異なる勘定科目が使用されていると，それを学習する側には
混乱が生じる可能性がある。もし明確な違いがあれば，その相違点を明示し説明すること
で混乱を防げるであろうし，違いがなく同じであれば，両者を 1 つに統合するか，許容科
目として認めていけば良いことになる。あるいは，教育効果ということを重視して新しい
勘定体系で教えた方が良いということもあるかもしれない。したがって，今までも検討さ
れてきた事項注(2)ではあるが，今一度教育的視点，特に商業簿記教育との関連で製造勘定と
仕掛品勘定の使用法について再検討を試みることにする。 
本稿では，勘定科目の検討に入る前に，教育現場における現状認識を行うことにする。
その上で，原価要素の集計の際に採用されている勘定連絡図をタイプ別に抽出し，それぞ
れの内容について検討を加えるものとする。なお，本稿では，工業簿記が商業簿記を学習
した後で学習されていくという学習順序に関心を持っている。したがって，商業簿記との
関連で工業簿記における勘定について指摘すると共に，工業簿記との関連で，商業簿記の
教育面にも提言できることがあるかもしれないというのが，特徴的な問題意識である。 
 
 
工業簿記における製造勘定と仕掛品勘定 
 －185－
２．教科書や検定試験における表記 
 
（１） 高等学校検定済み教科書 
 高等学校で用いられてきた検定済み教科書を調べてみると，興味深い結果が得られた。
調査済み教科書全 51 冊注(3)のうち，1 冊を除いて，製品原価を集計する勘定として製造勘
定が用いられている。基本的に，製造勘定は，製品の製造に要した原価要素を集計する勘
定とされる。この場合に，製造勘定残高が，未だ完成していない製品の製造原価を示し，
これを仕掛品と表記するという説明が多い。また，この時，貸借対照表にこの仕掛品を資
産計上するという点を指摘するものもある。製造勘定の残高について，その説明分量に若
干の多寡はあるものの，その典型的勘定連絡図を示すと図－1となる。 
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 図－1 に付言して，｢製造勘定のかわりに仕掛品勘定を用いる場合もある｣というような
表現で，学習上，製造勘定と仕掛品勘定が同じように用いられることを説明した教科書も
ある（田島 1964，28；溝口・江村・染谷 1968，19；山桝 1974，15）。 
一方，製造勘定を用いた説明ではなく，仕掛品勘定を用いていたものもあった（山邊 1956，
79）注(4) 。そこで，勘定の性質についての検討は後に譲るとして，勘定科目名だけが仕掛
品勘定になったものとして，図－2を示す。 
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図－2 
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 また，図－1 は，製造勘定でそのまま残高を繰り越す方法であるが，製造勘定に加えて
仕掛品勘定を用い，製造勘定残高を仕掛品勘定に振り替えた上で仕掛品勘定においてその
残高を繰り越す方法に言及した教科書もある（沼田 1953，48；東京商業図書研究会 1962，
22；田島 1964，28）。これを図－3とする。 
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 以上のように，高校の教科書では 3 つのタイプが見られる。しかしながら，冒頭にも触
れたように製造勘定を使用する図－１が主流であり，図－2 も許容していると見られるも
のもある。また，説明の教科書数は少ないものの，図－３のような説明も散見された。な
お，2006 年度，つまり現在の教科書（伊藤 2004；醍醐 2004）注(5)では，教科書名が『原
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価計算』と変更されているが，やはり図－1による説明が行われている。 
（２） 日商簿記検定 
 我が国で実施されている工業簿記関連試験の代表的な試験の一つとして，日本商工会議
所・各地商工会議所主催の簿記検定がある。この試験のうち，工業簿記が試験科目となり，
かつ工業簿記を初めて学習した者が受験するのは 2 級となる。そこで，勘定科目の性質の
検討に先立ち，2 級工業簿記の中で，原価要素を集計する勘定として，どの勘定科目が使
用されてきたかを整理してみる。 
 
表－1 日商簿記検定試験における製造勘定と仕掛品勘定 
使用勘定科目 出現回数 備  考 
製造勘定 30回 28～53回を中心に，75回が最後。 
仕掛品勘定 49回 54～67回と 76回以降。 
出所：第 28回～第 114回（全 87回分）日商簿記検定 2級工業簿記問題より作成。 
 
日商簿記検定試験での勘定科目名の使用状況を概観すると，表－1 のようになる。工業
簿記の検定試験問題において，製造勘定や仕掛品勘定関連問題の多さからも，初期の学習
段階における原価要素集計勘定の理解の重要性が窺い知れる。 
製造勘定と仕掛品勘定の出現回数としては，仕掛品勘定の使用の方が多いようである。
特に，第 76 回以降第 114 回までは，原価要素集計の勘定が使用される局面では，必ず仕
掛品勘定が使用されている。大まかな傾向を示すと，日商簿記検定試験では，第 50回過ぎ
までは製造勘定が使用され，その後一時仕掛品勘定が使用されることになり，第 68回から
第 75回までは，混在しているような感もあった。以下，両勘定が混在していたと思われる
時期の状況を表－2で示すと次のようになる。 
 
表－２ 製造勘定と仕掛品勘定の混在時期 
回 数 製 造 仕掛品 備  考 
54～67  ○ 55～59および 63，64，66回では，問題文中に｢仕掛
品（製造）｣という表記あり。 
68 ○  問題文中に｢製造（または仕掛品）｣という表記あり。
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69  ○  
70 ○   
71～72  ○  
73 ○ ○ 異なる問題ではあるが，両方出現する。 
74  ○  
75 ○   
76，77  ○ 77 回，問題文中に｢仕掛品（または製造）｣という表
記あり。 
注）54回以前は，製造勘定が用いられ，78回以降は仕掛品勘定が用いられる。 
出所：第 54回～第 77回の日商簿記検定 2級工業簿記問題より作成。 
 
特に興味を引くのは，第 73回である。第 73回では，異なる問題ではあるが，同一回の
中で，ある問題では製造勘定が用いられ，別の問題では仕掛品勘定が用いられている状況
が出ている。また，製造勘定と仕掛品勘定が混在していると思われる時期には，｢製造（仕
掛品）｣もしくは，｢仕掛品（製造）｣という表現が問題文中に多く見られ，製造勘定と仕掛
品勘定が全く等しいものという前提で用いられていることが窺える。 
一方，かなり以前の第 28回から第 53回までは，26回連続して製造勘定が使用されてい
る。逆に第 78回以降では，完全に仕掛品のみの出題となっている。勘定連絡図では，図－
3の製造勘定と仕掛品勘定の両方の勘定を一度に用いる問題は見当たらない。 
現状では，高等学校の教科書において，製造勘定を用いる図－1 の勘定連絡図での説明
が行われているのに対して，日本商工会議所主催簿記検定試験では，仕掛品勘定を用いる
図－2 の勘定連絡図が想定されている。したがって，教育現場において 2 つのケースが混
在している状況にあるといえる。そこで，製造勘定と仕掛品勘定とは，そもそも全く同じ
ものなのか，それとも異なる側面があるのかという点を次に検討していく。 
 
 
３．原価集計勘定に関する歴史的変遷 
 
工業簿記における原価集計勘定は，どのように生成されてきたのであろうか。これには
諸説あるようである。現在一般的に用いられている工業簿記の起源注(6)たる工業会計帳簿記
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録については，工業経営の発展段階に応じて発展してきたようである注(7)。 
木村・小島（1960，12－26）によると，14世紀初頭に工業記録が発生し，14世紀の中
頃に工業記録と商業記録の分離した形が見られるようになり，14世紀末になると，製造諸
費用の集合計算が行われたとされる。商業取引の計算方法として複式簿記が 15世紀後半に
は完成され，16世紀に入り製造工業組合においても，複式簿記が使用されるようになって
きたようである。この段階では，勘定の流れは次のようになる。 
 
 
図－4 
材  料  製  品 
    
賃  金  
製品製造原価 
     
 
 
上記の製品勘定は，製品の製造費用を集計する集計勘定であると共に，完成品のみを考
えており，そういう意味で製品勘定である。つまり，製造工業の活動を補足するのに，必
要な諸費用が結合する場であると共に，対外的な取引である販売過程の始点でもある。し
たがって，この段階の勘定は，借方に製造原価が記入され，貸方には販売高が記入され，
商業簿記の混合勘定と同様である（木村・小島 1960，24－25）。 
 このように混合勘定としての製品勘定から，16 世紀後半には｢製造活動に伴い発生した
製造諸費用の集計とその成果を示すために，｢製造勘定｣と｢製品勘定｣を設け，販売の対象
と取引を表示するのに，｢製品勘定｣と｢売上勘定｣とを用いる｣（木村・小島 1960，25）。つ
まり，製造勘定と製品勘定を区別したものへと進化していく。 
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 ところが，当時は未だ｢口別損益計算｣が行われており，特定製品ごとの計算である。つ
まり，特定製品に対して発生した全ての材料費と労務費が全ての完成品の製造原価となり，
これを販売して，販売損益を認識していく。 
 図－5 をベースに，期間損益計算を前提に考えると，仕掛品評価の問題が出てくる。こ
の期末仕掛品評価の問題を勘定上で加味すると，次の図－6となる。 
 
図－6 
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 図－6 の勘定体系は，必ずしも継続的な原価計算制度を前提としなくても成り立つもの
であり，商的工業簿記とも言われている。 
一方，継続記録による原価計算制度を前提として勘定組織の体系を組み立てたのは 19世
紀末のガルクとフェルズ（Garck & Fells 1887）であるといわれている（木村・小島 1960，
39；小林 1974，225－226；奥村 2005，3－4など）。つまり，ガルクとフェルズによって，
｢材料・賃金および諸経費の発生高を製造勘定借方に振り替え，製品が完成したとき製造勘
定から製品勘定へ振り替えるという今日用いられているのとほぼ同じ手続き｣（小林 1974，
225－226）が完成したと考えられる。また，ガーナー（Garner 1954,270）によると，20
世紀初頭には，財務諸表作成目的のために，総勘定元帳に仕掛品勘定を設けた文献も紹介
されている。 
 
 
４．製造勘定か仕掛品勘定か 
 
 工業簿記における原価要素集計勘定についての歴史的変遷を概観すると，最初に，原価
を集計すべき製造勘定が現われたことがわかる。その後，口別損益計算から期間損益計算
制度へと移るにつれ，未完成品原価を次期（月）に繰り越すということが必要になってき
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た。このような，未完成品原価の勘定上での繰り越し処理の表現方法の差異として，現状
の図－1，図－2，図－3の違いが生じたと考えられる。 
（１）製造勘定と仕掛品勘定の性質 
 製造勘定にしろ仕掛品勘定にしろ，原価要素を集計する勘定であるという借方の点では，
その性質はまったく変わらない。したがって，この点だけであれば，その名称から受ける
ニュアンスでどちらの方が学習者に受け入れられやすいかという点が問題になるにすぎな
い。しかし，借方ではなく貸方の記入面に目を移すとどうであろうか。 
製品勘定への振り替えと，その結果としての借方残高つまり未完成品原価の次期（月）
への繰越記入が求められる。｢仕掛品は，製品と同じく棚卸資産の一種であるから，・・・，
少なくとも，会計期末に仕掛品勘定を設けて製造勘定残高としての仕掛品原価をその借方
に振り替えて繰越記入をする必要がある｣（溝口 1968，25）。これが，図－3である。 
図－3の勘定体系では，期末に 
（借方）仕掛品×××（貸方）製造××× 
という仕訳を行い，未完成品原価を仕掛品勘定に振り替える。未完成品原価たる仕掛品勘
定は，棚卸資産として貸借対照表に記載され，貸借対照表上の記載科目名と勘定科目名も
一致することになる。また，このように仕掛品勘定を設けることで，｢勘定が純粋化されて
くる｣（木村・小島 1960．29）ともいえる。一方，仕掛品勘定では，残高が次期に繰り越
される。その後翌期首には， 
（借方）製造×××（貸方）仕掛品××× 
という仕訳が行われることになる。 
それでは，図－1 のように，製造勘定のままで次期に繰り越すということは，どういう
ことを意味するのか。これは，期末における仕掛品勘定への振り替えと，期首における再
振り替え仕訳を省略し，期末に貸借対照表に掲げる勘定名だけを仕掛品に変えるというこ
とを意味するが，これは，前記の理由から｢好ましいことではない｣（溝口 1968，26）とい
える。 
 一方，図－2の仕掛品勘定だけを用いる方法は，図－3のように製造勘定と仕掛品勘定を
用いると面倒であるので，｢製造 a/c を省略し仕掛品 a/c をもって製造 a/c の働きもさせよ
う｣（廣本 1999，30）として生まれてきたものと考えられる。図－2 のように，仕掛品勘
定だけを用いる方法では，｢勘定の残高が常に仕掛品の有高を表すことになり，勘定の表示
と内容が一致する。仕掛品が原価計算期末または，会計期末に常に生ずる場合には，この
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方法によるのが合理的である｣（溝口，1982，26）といえる注(8)。 
 ここでは，とりあえずの本稿における結論として，図－2 に示す仕掛品勘定だけを用い
る方法が望ましいと考える。しかしながら，副題でも触れたように，教育的視点，つまり
商業簿記教育との関係で，今一度勘定連絡図を考えてみたい。 
（２）商業簿記と工業簿記 
 商業簿記との対比で工業簿記の課題を考えると，｢商業には存在しない｢製造活動｣を計
算・記録することである｣（廣本 1999，14）といえる。したがって，｢工業簿記（工業会計
ともいう）のテキストは，商業簿記の学習を前提とし，それを補う形で書かれているのが
通常である｣（廣本 1999，3）。工業簿記の学習が，商業簿記の学習を前提として行われて
いるとすると，商業簿記における商品勘定の説明に準拠した方が良いという，一応の結論
にたどりつく。 
商業簿記においては，一般的に商品売買は 3 分法にて説明されている。このような学習
経験がある者を対象として，同じような勘定構成にて説明しようとするのは，教育上意義
あることであろうし，説得力も持つ。図－3における仕掛品勘定は，棚卸資産であり，｢商
品勘定の 3 分割法における繰越商品勘定と同じである。ことのときの仕入勘定に相当する
のが製造勘定である｣（小林 1974，228）とみることができる。つまり，｢製品製造活動の
記録計算を，商業簿記の三分法と関係づけて学習できるのであれば，理解は容易｣になると
考えることができる（簿記教育研究部会 2006，7）。 
商業簿記における一般的な 3 分法では，繰越商品，売上，仕入の各勘定に分割されてい
る。これは，棚卸計算法と結びつくと考えることができる。一方，継続記録法を前提とす
ると，商品，売上，売上原価の 3つに分割できる（武田 1996，199）。 
現在の工業簿記は，継続的な記録法による原価計算制度を前提としている。つまり，期
末の棚卸の評価を待たずに製品製造原価を算出することを前提としているともいえる。ま
た，工業簿記において，何故仕掛品勘定のみの勘定体系が用いられるのかという点を再考
してみると，その合理性という点をあげることができる。そうであるならば，商業簿記に
おける勘定体系においても，いわゆる繰越商品，売上，仕入という３分法を用いず，仕掛
品勘定および製品勘定という図－2 の使用方法に合わせた売上原価対立法的な指導方法も
検討してみる余地があろう。 
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５．むすびに代えて 
 
 本稿においては，商業簿記の後に工業簿記を学習するという点において，図－3 として
示した，製造勘定と仕掛品勘定両方用いる勘定体系を支持する。しかしながら，現在の工
業簿記が継続記録による原価計算制度を前提としており，仕掛品勘定をいわゆる繰越商品
勘定と同じように扱う必要はないとも考える。したがって，今後は仕掛品勘定のみを使用
する図－2 を推奨し，併せて商業簿記における勘定体系も継続記録法に結びつく勘定体系
で指導することを推奨したい。 
 学習者の面から考えると，商業簿記と工業簿記は，等しく｢簿記｣である。そうであるな
らば，同じ勘定体系が望ましいのは言うまでもない。簿記が組織体の経営環境に応じて発
達してきた訳であり，今後も経営環境の変化に応じて変化していかねばならないであろう。 
 本稿では，現在の工業簿記教育が抱えている一つの問題点，すなわち，製造勘定と仕掛
品勘定の混在という点から議論を始めた。指摘できた点は少ないものの，残された課題は
多い。一つは，日本における工業簿記の発展史注(9)の再検討である。この点については，建
部（2003）に詳しいものの，特に教育史とmanufacturing account, work in process account, 
goods in process account等の訳語注(9)の関連で何か新しい知見が得られるかもしれないと
考えている。もう一つは大きい課題であるが，工業簿記と商業簿記，あるいは工業簿記と
原価計算の関係である。商業簿記という分野があるから工業簿記という分野があるのか。
もし，商業簿記と工業簿記を区別しないならば，現在の高校教科書のように簿記と原価計
算という区別になるのであろうか。いずれ，稿を改めて検討していきたい。 
 
（本稿は，日本簿記学会・簿記教育研究部会（2006）の成果を踏まえたものである。また，
日商簿記検定試験の整理に際しては，日本商工会議所事業部・原伸一氏に資料提供の便宜
をはかっていただいた。記して感謝申し上げる。） 
 
注(1) 本稿の表題にも掲げた｢製造｣勘定と｢仕掛品｣勘定については，その性質から原価要素を集計する勘
定として用いる。これらの勘定が原価計算と結合しない，単なる｢集合勘定｣であるのか，あるいは
原価計算と結合して，単なる｢集合勘定｣だけでなく，｢統制勘定｣でもあるとする見解（溝口 1968，
26）もあるが，ここでは深く立ち入らないこととする。 
(2) 例えば，日本簿記学会・簿記教育研究部会（部会長：渋谷武夫専修大学教授）では，｢工業簿記に
関する勘定科目の研究｣として，その成果を公表している。研究部会では製造勘定のほかに仕掛品
勘定を設ける 2勘定制が望ましいという結論を出している（簿記教育研究部会 2006，6－8）。また，
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奥村（2005）では，製造勘定の誕生から展開にかけて史的観点から同じような主題について整理さ
れている。 
(3) 本稿において調査できた教科書は，別表にある 51 冊である。戦後用いられた検定済教科書の全て
ではないものの，高等学校教育現場での動向を概ね知ることができるものと考えている。 
(4) 山邊（1956，79）によると，仕掛品勘定を仕掛材料費，仕掛労務費，仕掛間接費の 3 勘定に分け
るとした上で，この 3勘定から製品勘定に振り替えられる勘定連絡図を示している。しかしながら，
ここでは仕掛品勘定を分割する前の勘定の存在を暗示しているものと考え，図－２を作成した。 
(5) 2006 年度現在では，高校検定済教科書として使用されているのは 2 冊のみである。高等学校にお
ける工業簿記等の商業教育を受ける生徒数の減少を反映しているものと思われる。 
(6) 建部（2003，3－15）によると，原価計算の起源をどこに求めるかによって，過去の欧米文献を整
理している。 
(7) 中村（1953，133－134）によると，手工業簿記から，問屋制家内工業簿記，独立工業簿記（マニ
ュファクチュア簿記，工場制工業簿記）さらに，綜合工業簿記と発展してきたと整理されている。
また，リトルトン（Littleton 1933，；片野訳 1978，476）によると，工業簿記は工業の出現を契機
とするとされている。ここでいう工業の出現とは，19 世紀にいたるまで簿記は商品交換から一歩
も出なかったとされているので，英国での産業革命を指すものと考えられる。 
(8) しかしながら，製造勘定を用いずに，その代わりに仕掛品勘定だけを用いる方法では，｢仕掛品勘
定への記入が，2つの計算を前提として行われていることが忘れられてしまう｣（廣本 1999，30）
という点も指摘できる。 
(9) ｢わが国においては進んだ文献が突如として翻訳紹介されたり，また外国文献を渉猟した著者がそ
れを自分なりに解釈して文献として著したりするので，時代的な流れを必ずしも構成しているとは
言い難い｣（建部 2003，67）という理解に立つと，特に訳語が勘定科目名に影響を与えていること
があるかもしれないといえる。 
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別表（調査済み高等学校教科書一覧） 
教科書 
著 作 者 書  名 発行者 
記号 番号 
使用年度 
東京商業図書研究会 最新工業簿記 大原出版 高商 1030 1953～1954 
沼田嘉穂 工業簿記 実教出版 高商 1024 1953～1955 
東京商業図書研究会 改訂工業簿記 大原出版 高商 1055 1955～1964 
番場嘉一郎 工業簿記 実業之日本社 高商 1075 1955～1961 
商業教育指導会 工業簿記 一橋学院 高商 1082 1955～1956 
沼田嘉穂 新編簿記会計 2工業簿記 実教出版 高商 1061 1955～1962 
黒澤清，山邊六郎 工業簿記 山川出版社 高商 1098 1956～1962 
沼田嘉穂 工業簿記改訂版 実教出版 高商 1092 1956～1966 
太田哲三 新工業簿記 実教出版 高商 10－1004 1957～1959 
商業教育指導会 新訂工業簿記 一橋出版 高商 10－1013 1957～1965 
太田哲三 新工業簿記改訂版 実教出版 高商 10－1062 1960～1964 
東京商業図書研究会 三訂工業簿記 大原出版 高商 A－1028 1962～1965 
東京商業図書研究会 四訂工業簿記 大原出版 商業 027 1964～1968 
田島四郎 最新工業簿記 一橋出版 商業 043 1964～1972 
太田哲三 新工業簿記新訂版 実教出版 商業 049 1965～1969 
石崎正義，竹本英雄，
山口清，山本修 
標準工業簿記 森北出版 商業 063 1965～1966 
黒沢清 工業簿記 一橋出版 商業 085 1967～1973 
溝口一雄，江村稔，染
谷恭次郎 
新編工業簿記 実教出版 商業 124 1968～1972 
東京商業図書研究会 五訂工業簿記 大原出版 商業 142 1968～1974 
田島四郎 基本工業簿記 一橋出版 商業 130 1968～1973 
太田哲三 新工業簿記四訂版 実教出版 商業 154 1969～1974 
定方鷲男 標準工業簿記改訂版 実教出版 商業 167 1970～1974 
山桝忠恕 最新工業簿記 大原出版 商業 180 1970～1974 
黒沢清 工業簿記 改訂版 一橋出版 商業 193 1971～1974 
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田島四郎 基本工業簿記改訂版 一橋出版 商業 195 1972～1974 
定方鷲男 標準工業簿記 実教出版 商業 451 1974～1983 
山桝忠恕 最新工業簿記 大原出版 商業 443 1974～1983 
黒沢清 工業簿記 一橋出版 商業 441 1974～1984 
東京商業図書研究会 高校工業簿記 大原出版 商業 466 1975～1983 
江村稔 高校工業簿記 大原出版 商業 043 1983～1985 
黒沢清 工業簿記 一橋出版 商業 049 1983～1988 
伊藤博，小林哲夫 工業簿記 実教出版 商業 057 1984～1996 
山桝忠恕 工業簿記 大原出版 商業 063 1984～1986 
江村稔 高校工業簿記改訂版 大原出版 商業 113 1986～1988 
黒沢清 新訂工業簿記 一橋出版 商業 117 1986～1988 
山桝忠恕 増補工業簿記 大原出版 商業 124 1987～1992 
伊藤博，小林哲夫 新工業簿記 実教出版 商業 180 1989～1991 
江村稔 高校工業簿記再訂版※ 大原出版 商業 185 1989～1992 
黒沢清 新訂工業簿記改訂版 一橋出版 商業 191 1989～1991 
黒沢清 工業簿記改訂版 一橋出版 商業 192 1989～1991 
伊藤博，小林哲夫 新工業簿記新訂版 実教出版 商業 245 1992～1996 
黒沢清 新版工業簿記 一橋出版 商業 254 1992～1996 
黒沢清 新訂工業簿記三訂版 一橋出版 商業 255 1992～1994 
江村稔 高校工業簿記再訂版※ 大原出版 商業 185 1993～1994 
伊藤博，小林哲夫 工業簿記 実教出版 商業 546 1995～1998 
黒沢清 工業簿記 一橋出版 商業 552 1995～2004 
小川洌 工業簿記 大原出版 商業 560 1995～2003 
伊藤博，小林哲夫 工業簿記新訂版 実教出版 商業 609 1999～2005 
醍醐聰 明解工業簿記 一橋出版 商業 613 1999～2004 
伊藤博 原価計算 実教出版 商業 017 2004～現在 
醍醐聰 原価計算 実教出版 商業 018 2004～現在 
注） ・※は，発行者番号が異なるだけで，同一内容である。 
・ 使用年度等については，教科書図書館資料による。 
